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1概要
国費による研究開発における信託の活用の可能性
≪ポイント≫
１．競争的資金制度において補助金や委託費に替えて信託の仕組みを活用することにより、以
下のことを一度に実現することが可能となる。
①会計年度独立原則に抵触せず、かつ、繰越の承認手続や繰越分の返納と再交付を要さ
ず、研究費を複数年度使用すること （※ 先端研究助成基金において同じ扱いを 2010 年 3 月に決
定）
②研究費の経理を研究実施機関の法人全体の決算に合算しないため、年度末及び年度当
初にも研究費を切れ目なく執行できること
③執行しなかった研究費を、研究予定期間終了後の一定期間、当該研究の発展のための研
究等に充当すること
④費目間の流用に関する事前承認の規制を課さないこと
⑤NPO法人、中小企業等資力に乏しい法人にも資金提供しやすく、かつこれらの法人も競争
的資金制度を活用しやすくなること
２．信託における受益債権を適切に設定することなど信託の仕組みを活用することにより、従
来国費による資金提供ができなかった、あるいは積極的には行われていなかった以下のよう
なことがらに対しても資金提供を検討する余地が開ける。
①配分機関が民間企業を介して大学に公的資金を提供する民間主導の産学連携プロジェク
ト
②大学及び研究開発を実施する独立行政法人が、公的資金及び民間資金を用いて、事業
の初期段階や実用化のための研究開発を大学版社内ベンチャーとして、大学等の本体へ
のリスクを遮断した形で、実施すること
③日本の配分機関が、海外居住の研究者や海外の研究実施機関へ研究費を提供すること
等
３．なお、基金補助金を用いて形成された基金において１．①の扱いが可能になった。さらに効
果を上げるには、１．③の扱いも可能になることが望ましい。今後、当初予算で基金を形成す
る財源としては、法律に根拠を持ち、基金に充てる特定目的の交付金の創設などが考えられ
る。
大学等において、決算のための作業・手続のため、年度末日までの研究費の自由な執行
を認めることが難しい場合には、法人全体の決算に合算しないという信託の特徴が切れ目な
い研究費の執行に有効である。
１．問題意識
民事基本法制の一つである信託法が 84 年ぶりに全面的に改正され、2007 年秋から施行され
ている。これを踏まえ、信託制度を科学技術行政に活用できないか、特に競争的資金に活用す
ることで、研究費の使いやすさの問題を解消できないか等について検討した。
２．信託とはどのような仕組か
信託は、契約等により「特定の者が一定の目的（専らその者の利益を図る目的を除く。）に従い
財産の管理又は処分及びその他の当該目的の達成のために必要な行為をすべきものとするこ
と」（信託法第 2条第 1項）と定義される。委託者が受託者（信託法第 2条第 1項の「特定の者」）
に財産を譲渡し、受託者がその財産を信託契約に定められた目的に従い、管理・処分する。受
託者は、受益者に対して、信託契約に基づき、信託財産に係る給付をすべき債務を負うのが典
型的なものである。
2民間における多様なニーズに対応することが想定されており、ニーズに応じて必要な取り決め
を個々の信託契約において定めることができる。受託者が信託契約に基づく信託財産の管理・
処分を行うに当たって、委託者・受益者の事前承認を得ることは義務付けられておらず、受託者
の専門性、裁量性を発揮できる仕組みとなっている。一方、受益者は、信託事務の処理の状況
等に関する報告請求権、受託者の権限違反行為の取消権、受託者に対する損失てん補等請求
権等を有しており、受託者は信託契約を適切に履行することが求められる。
３．国費による研究開発に信託を用いることについての考え方
（１）研究開発を信託の方法により行えるのか
研究開発を信託の方法により行うことは、以下の理由から可能と考える。
・信託法における信託の目的には限定がなく、研究開発は排除されていない。
・信託法改正を巡る議論において、一部の信託の類型について、国の科学技術振興施策に類
するような事例が想定されている。(例：限定責任信託の事例として先端的開発事業、プロジェ
クト事業等が挙げられている。)
・自然科学の研究助成を行う公益信託が多数存在する。
（２）国費による研究開発を信託の方法で行う場合の資金の流れの例
国費による研究開発を信託の方法により行う場合の資金の流れとして以下が考えられる。①国
が研究実施機関に直接信託する方法、②国が配分機関である独立行政法人に信託した資金を
財源として、配分機関が研究実施機関に信託する方法、③運営費交付金を財源として配分機関
が研究実施機関に信託する方法。例えば、②の場合は、以下のような資金の流れとなる。制度面
での措置を要する事項が少なく、実現が容易なのは③である。信託の方法を採用した場合、知
的財産権収入の一部の納付や個別の研究課題ごとに財産状況開示資料の作成が求められるが、
研究現場に混乱を生じる変化はないと考える。
・国が委託者として配分機関である独立行政法人に、運営費交付金とは別に、競争的資金
制度運営のための資金を信託の方法により提供する。
・配分機関は、国から信託された資金を用いて、研究実施機関に研究費を信託の方法により提
供する。研究実施機関は、研究費を用いて研究を行う。この場合、配分機関が委託者となり、
研究実施機関が受託者となる。
・補助金との差別化を図る場合、研究成果として得られる知的財産権に係る収入が得られたとき
にその一部を受益者（配分機関）に納付する受益権を設定することが考えられる。その一部を
国に納付する。実際に知的財産権収入が得られない場合が多いと考えられるが、このことにつ
いて、委託者・受益者があらかじめ了解しておくべきである。知的財産権は、受託者に帰属す
る。
（３）補助金適正化法の適用に関する考え方
競争的資金を信託の方法で提供する場合、補助金適正化法は適用しないとの考え方を採るこ
とも考えられるが、補助金適正化法を適用又は準用することも想定して検討した。補助金適正化
法を適用又は準用する場合も、信託法の規定を適用することにより、補助金適正化法の適用を
要しない規定等については、補助金適正化法第 27条の規定を活用した一部適用除外の規定を
設ける又は補助金適正化法の規定の一部を読み替えて準用する規定を設けるべきである。
（４）科学技術以外の分野の施策で信託が用いられていないことについて
信託は、受託者の専門性・裁量性を発揮しやすい仕組みである。高い専門性・裁量性が求め
られる研究開発には適していると考える。信託法は、84 年ぶりの大きな改正が行われた法律であ
り、新しい制度であるためか、他の行政分野でもまだ積極的な活用は見られない。しかし、確立さ
れた法体系を有する仕組みであるので、積極的に導入を図るべきである。新しい制度であるから
こそ、導入時に最適な制度設計を目指すことができると考える。
3４．国費による研究開発に信託を活用する場合のメリット
（１）会計年度独立原則に抵触せずに、繰越手続を要さず、研究費を複数年度使用できる
会計年度独立原則とは、年度内に経費の支弁及び使用を終えなければならないとする原則で
ある。
現行の補助金は、精算補助金である。これは、交付決定のみでは交付額が確定せず、事業
(研究)完了後に配分機関による額の確定調査を経て、事後的に交付額が確定する仕組み。事業
完了を待たなければ「支弁及び使用」が完了しない。当該年度分として確定できない経費は、繰
越の手続が必要になる。
信託の場合、事業終了後に信託の受託者が清算し、受益者の承認を求める。国が信託する場
合、事業開始時の信託契約の締結と信託財産の移転で国としての「支弁及び使用」が完了。以
後は、会計年度独立原則の制約を受けない。配分機関が研究費を資金提供する際に、研究の
完了期限を資金提供年度の年度末を超えて設定することで、研究実施機関は繰越手続を要さ
ずに研究費を複数年度使用することができる。年度を超える際に繰越分を一旦配分機関に返納
して翌年度に再度交付を受ける必要もない。例えば、研究費を執行できる時期を最終的な研究
終了年度までとすることも可能であろう。
運営費交付金を財源として信託する場合も、研究費の譲渡により、配分機関としての使用と支
弁は終了する。配分機関が運営費交付金で負担する追加的な債務を負うわけではないため、研
究完了予定時期を配分機関の中期計画期間を越えて設定することも可能であろう。
（２）年度末及び年度当初にも研究費を切れ目なく執行できる
多くの研究実施機関では、第４四半期中で年度末にある程度余裕を持った時期に予算の執
行期限を設けている。これは、①補助金の額の確定検査に備え、個々の支出を補助金からの支
出とするか、内部資金からの支出とするか、研究実施機関の法人としての決算を確定させる前に
精査すること、②概算払いを受けた場合、支出実績との差額を返納しなければならないため、返
納額を小さくするための確認を行うことが必要なためと考えられる。また、大学等においては、6月
末までに決算を確定する必要があり、個々の支出の整理・確認のほか、監事及び会計監査人に
よる監査、経営協議会の審議、役員会の議決等の手続を考えれば、3 月末まで予算の執行を認
めることが困難な大学があることも推測される。
補助事業の完了時期が年度末に設定されるため、年度内に実際に使用できない機器等の購
入が翌年度に見送られる。また、翌年度改めて交付決定を行うことが必要であり、交付決定前に
必要な経費は、研究実施機関の内部資金で立て替える等の対応が行われてきた。また、研究実
施機関の発注には、研究費の返納を少なくしようとする前提で年度末又はその直前を納期とする
ものが多く、年度当初を納期とするものが少なくなっていると考えられる。このような発注サイクル
が恒常化している中での入札額が、研究費の効率的な執行の面から望ましいものとなっているか、
注意する必要がある。
信託の場合、受託者は信託財産（研究費）を受託者の固有財産と分別管理する義務があり、
研究実施機関の法人としての決算に合算しない。また、前述のように、研究の完了期限を資金提
供年度の年度末ではない時期に設定できる。このことにより、年度末及び年度当初にも切れ目
なく、3 月末日を含め、年間を通して研究費を執行できる。
（３）執行しなかった研究費を、研究予定期間終了後の一定期間、当該研究の発展のため
の研究等に充当することができる
信託の場合、（１）で述べたとおり、研究の完了期限を資金提供年度の年度末を超えた時期に
設定することができる。また、信託は、民間における幅広いニーズに対応できるよう制度設計され
ているために、補助金等に比べ、柔軟に信託契約において定めることができる余地が大きい。例
えば、配分機関の同意を得た場合には、研究予定期間終了後、一年間当該研究の発展のた
めに研究費を使うことを認めることも可能と考える。
4（１）～（３）までの措置により、研究者が長期的視点で研究費を執行することが可能
となる。研究実施機関の発注は、研究の進捗に照らし、それぞれの時点で最も必要なものに
ついて、特定の時期に集中せずに行われることになり、研究費の効率的な使用に資すると考え
る。
（４）費目間の流用に関する事前承認の規制を課さないことができる
信託による研究開発には、補助金適正化法を課さない又は同法の規定の一部を適用除
外することで、信託の特徴を活かし、研究者の専門性・裁量性を最大限発揮できる制度設
計を行うことができる。例えば、費目間の流用に関する事前承認の規制を課さないことな
どが考えられる。
（５）NPO 法人や中小企業等への資金提供にも適している
信託の受託者が破産手続開始の決定を受けた場合であっても、信託財産に属する財産
は、破産財団に属しない（信託法第 25 条第 1項）等信託には、倒産隔離機能がある。 こ
のため、配分機関は、補助金、委託費の場合に比べより安心して、小資力の法人に対して
資金提供を行うことができる。また、小資力の法人への信託について、限定責任信託（受
託者が当該信託のすべての信託財産責任負担債務について信託財産に属する財産のみを
もってその履行の責任を負う信託）を活用すれば、信託財産責任負担債務について受託者
の固有財産で履行する責任を負わなくなるため、小資力の法人も安心して受託できる。
５．昨今の競争的資金制度の改善に照らした考察
昨今の競争的資金制度の改善や基金の導入により、研究費の使いやすさには、かなりの改善
が見られる。繰越の適用実績が増え、費目間流用の事前承認の規制も緩和され、研究費の交付
決定が早期化している。また、運営費交付金を財源とする委託費には、経費の一部の繰越をあら
かじめ認めているものがある。
基金補助金を用いて形成された基金については、４．（１）で提案しているような扱いが可能に
なるよう2010年3月に文部科学大臣決定が行われた。併せて収益の納付についても決定がされ
ており、ここで提案した信託に近いものとなっている。さらに効果を上げるためには、４.（３）に
示したように執行しなかった研究費を、配分機関の同意を得て、最終年度の翌年度に使用で
きるようにすることが望ましい。
なお、基金補助金は、補正予算でよく見られる措置であり、当初予算では、科学技術以外の分
野（健康被害の救済）において、法律に根拠を有する特定目的の交付金が基金のための予算措
置として用いられている例がある。基金の仕組みをより多くの競争的資金制度において活用する
場合に交付金の活用を検討すべきであろう。
基金を用いた補助金になく信託のみが有する特質としては、①外部資金に係る経理を研究実
施機関の法人としての決算に合算しないでもよい、②倒産隔離機能を有することなどである。決
算のための作業、手続で 3月末日まで研究費の自由な執行を認めることが困難な大学等が多い
場合には、①は 3 月末日まで切れ目なく研究費を執行できることに有効であると考える。また、信
託の場合、独立行政法人を介さない国から直接研究実施機関に資金提供する場合にも４．（１）
に示した複数年度使用が可能である。
今後、さらなる使いやすさの向上を図る場合にも民間の活用を前提とした信託は、補助金等に
比べ、ルールを柔軟に定めやすく、将来にわたり、競争的資金制度のルールの統一化等を図り
やすいと考える。
６．様々な科学技術振興施策における信託の活用の可能性
信託は、会計年度にとらわれず、ニーズに応じた柔軟な制度設計が可能であり、競争的資金
以外の施策に活用した場合も施策の効果や予算の効率性を高めると考える。また、受益債権を
適切に設定することで、従来、国費による資金提供ができなかった、あるいは積極的には行われ
5ていなかった以下のような施策への資金提供を検討する余地が開ける。なお、これらについては、
いずれも政策的な必要性、効果、優先度、関係者のニーズを踏まえた具体的な施策の在り方、
関係諸法令を踏まえた詳細な制度設計についてさらに慎重な検討を要するものであることは言う
までもない。
①配分機関が民間企業を介して大学に公的資金を提供する民間主導の産学連携プロジェ
クト
従来、研究実施機関間の再委託は、控えられてきた。信託の方法を用い、民間企業に信託し
た公的資金を民間企業が大学に委託又は再信託することで、民間企業が実用化を見据えつつ、
主導して研究開発を進めることができるようになる。
②事業の初期段階や研究成果の実用化ための研究開発を対象とした大学版社内ベンチャ
ー制度
信託法の改正で可能になった自己信託は、社内ベンチャーへの活用が期待されているもので
ある。自己信託と限定責任信託を組み合わせることにより、法人本体へのリスクを遮断した形で新
規事業を試行できる。第三者も資金提供し、受益権を持つことが想定されている。
大学及び研究開発を実施する独立行政法人が法人内ベンチャーを置くことを認める。これに
より、ベンチャーの初期段階において、民間資金のほか、受益債権の配分割合を民間資金より
低めに設定した公的資金も用いて、実用化のための研究開発やビジネスプランのブラッシュアッ
プを行うことができる。
会社組織設立のコストや時間を省け、研究者や職員の兼業・利益相反の問題が起きなくなると
いった効果もある。ビジネスの見通しが得られた段階で、独立したベンチャー企業を創設する。
③海外居住の研究者や海外の研究実施機関への日本の公的研究費の提供
日本の会計年度を気にせず、資金計画の変更の際の事前承認を求めないことにより、海外の
研究実施機関にも使いやすい研究費を提供できる。例えば、知的財産権収入からの納付割合を
高めに設定する、日本の研究機関における無償使用、日本企業における最優遇条件での実施
許諾等を受益権として設定して、海外に資金提供する。
海外の研究実施機関に所属する日本人研究者の研究費や日本人研究者が主導する国際共
同研究に参加する海外の研究実施機関に対して日本の研究機関を介して資金提供することなど
が考えられる。
④企業から大学への寄付金を信託化
企業から大学への寄付金としての資金提供を信託の方法に替えることにより、研究成果
を企業が優先的に活用できることを受益権として明文化できる。企業と大学の研究者が早
い段階から具体的な協力を進めやすくなる。また、共同研究・委託研究と同様の性格を有
するため、共同研究・委託研究に適用される税額控除の適用についても検討する。
⑤公的資金を信託することにより、目利き人材の組織がビジネスプラン実現のために企業
や大学に提供できる資金を提供
コーディネーター（又はプロデューサー）、目利き人材等のビジネスプランの実現を図
るには、彼らがプランの実現に必要な研究開発のための資金を大学又は企業に対して提供
できるようにすることが大きな効果を発揮すると考える。一方、このようなビジネスプラ
ンは、期間を定めた公募・審査や年度を単位とした執行には適さない面がある。ビジネス
プランナーを会員とする一般社団法人を形成し、この法人に公的資金を信託する。この法
人が会員の提案に基づき、機動的に大学や企業に資金提供することでビジネスプランの実
現を促進する。ビジネスプランが実現したときの事業収入の一部の納付を受ける受益権を
設定する。
⑥独立行政法人及び大学への公的資金提供の多様化のツール
信託は、運営費交付金や施設整備補助金とは異なる形で公的資金を提供する資金の多様化
を検討する際のツールとして有効である。
⑦公的資金プロジェクトへの民間資金導入のツール
信託は、知的財産権収入がある程度期待できるようなプロジェクトや施策パッケージについて
6民間資金導入を検討する際のツールとして有効である。②の大学版社内ベンチャーは、そのひ
とつである。
⑧機関を移動する研究者の退職金の通算のツール
研究者流動化促進のため、研究実施機関間で退職金の通算を図る場合、できるだけ多くの研
究実施機関を委託者とし、移動する研究者を受益者とする信託を活用することが考えられる。参
加機関は、研究者の在籍期間中の退職金積立てのための資金を信託し、受託者（金融機関等）
が運用する。
